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人工光合成研究を振り返っ

て 

   筑波大学名誉教授 徳丸克己 

 

本稿は、読者の方々に必ずしも知られて

いない、とくに我が国における人工光合成

の研究を振り返り 1)、今後の研究の展開に

活用されることを願って記すものである。 

20 世紀初頭に、化石燃料である当時の石

炭の代わりに太陽光の利用を提唱したの

は、イタリアの Bologna 大の化学の教授の

Giacomo Ciamician である 2)。第二次大戦

後我が国は、今日では想像できないほどの

深刻な食糧不足に陥った。当時稲の生育に

は、太陽光を効率よく吸収する増感色素が

有効かもしれないという観点で、理研の真

島利行研究室で有機感光色素や光化学の研

究を進めておられた尾形輝太郎氏は、岡山

の日本感光色素(株)で、増感色素の研究を

始められた 3)。1949 年新制度の大学の発足

に伴い、阪大から新設の大阪市大理工学部

の教授に就任された小泉正夫教授(のちに東

北大教授、光化学討論会の創設者の一人)

も、エオシン Y などの色素の光化学の研究

を始められた 4)。 

その後、戦後の復興により、産業が活発

になり、一見豊かになったかという 1973 年

に、中東から世界各国への石油の輸出が制

限される、いわゆる第一次石油ショックが

起こり、1969 年 1 月の工業化学雑誌に掲載

された酸化チタン電極を利用する藤嶋、本

多、菊池らの論文 5)、さらに、藤嶋、本多

の 1972 年の Nature の論文 6)にも啓発さ

れ、国内外で太陽光の利用に高い関心が寄

せられた。 

そのような背景のもとに、1979 年度の途

中で、我が国で人工光合成に関する組織的

研究が、当時東大物性研（後に分子研）の

長倉三郎教授によって「太陽光エネルギー

変換」に関する特定研究として始められ

た。また、その年度から、日米科学技術協

力事業として、“US-Japan Cooperative 

Research on Solar Energy Conversion”

が、我が国の当時の文部省、科学技術庁と

米国の NSF とエネルギー省(DOE)が連携して

開始された。（なお、長倉教授のこの分野

に対する貢献は、「化学と工業」の 2021 年

1 月号の特集では触れられていない。） 

1979 年度の途中で急遽発足した特定研究

は、光エネルギー貯蔵、溶液系の水素発

生、半導体光触媒と電気化学の 3班から構

成され、当時東北大の向井利夫教授、九大

の松尾拓教授と阪大の坪村宏教授が班長を

務められた。光エネルギー貯蔵は、当時着

目されていた、たとえば ノルボルナジエン

(N)を光照射して、分子内で環化させてクヮ

ドリシクレン (Q)とし、光エネルギーを歪

エネルギーの形で Q分子に蓄え、それを元

の Nに戻す過程で発生するエネルギーの利

用を図るものであった。また、溶液中の水

素発生は、ルテニウム錯体などを増感剤と

して、水からの水素発生を目指すものであ

った。 

この特定研究は、1979 年度の途中から

1981 年度末まで 3年度間進められた。続い

て、1982 年度からは、さらに大型の研究

が、新たに緑色植物の光合成を研究する班

(班長：九大西村光雄教授)を加えた 4班の

編成となり、1984 年度まで進められた。

1985 年度からは、予算の関係で、規模を縮

小して、植物の光合成を除き、エネルギー

貯蔵の継続についても議論されたと記憶し

ているが、3班の構成で進められ、1987 年

度末に終了した。発足の 1979 年度から合計

9年間研究が進められたが、その間に、社

会的には省エネルギーが進み、石油の価格

も安定し、学術的にも、研究がいわゆる飽

和状態に達し、人工光合成への関心が薄く

なってきたと言える。 

日米協力事業については、発足に際し、

我が国から当時の米国のこの分野の状況を

知るために、1979 年 12 月に米国は広いの

で数地域に分けて、そのそれぞれに、我が

国から 3名ずつの研究者を一週間程度派遣



して、状況の把握に努めた。筆者は、

Georgia, Texas, Colorado の各州を視察す

る班の一員として、京大の吉田善一教授、

岐阜大の立木正泰教授とともに、大学や研

究所を訪問した。 

この共同研究は、双方の国がそれぞれ派

遣する研究者の旅費と研究費を負担する仕

組みであったかと記憶している。これを利

用して、我が国からは当時若手の研究者が

少なからず米国で研究する機会を得た。他

方、米国から来訪の実績は十分把握してい

ないが、筆者の範囲では、この制度の創設

直後に、当時 Assistant professor であっ

た Marye Anne Fox 教授（Univ. Texas 

Austin）が筆者の研究室を来訪し、併せて

その後の共同研究のパートナーとなる研究

者を訪問した。また、DOE 所管の Radiation 

Laboratory(Notre Dame Univ.)からは、

Thomas Ebbesen 博士が筆者の研究室に 1年

間滞在したが、米側からの研究費のサポー

トはなかった。同氏は、さらに 1年間、筑

波大のサポートで研究を継続した。また、

この事業に伴う日米セミナーが日米の「中

間点」のハワイ、あるいは岡崎などで開催

された。 

さて、1980 年代なかばの当時、社会的に

は、一見豊かそうに見えたが、1985 年のプ

ラザ合意で円が国際的に変動することにな

り、また、発展してきた我が国の電子産業

の米国への影響を低下させるための、いわ

ゆる日米半導体協議が行われていた。その

結果、それまで我が国の産業が培ってきた

産業の基幹といえる半導体技術の進展が滞

り、さらにデジタル技術の遅れなどから、

我が国の産業の衰退が始まり、しばしば不

毛と言われる平成の時代に突入していくこ

とを、当時は予見できていなかったと思わ

れる。しかし、1985 年夏に欧州で会った知

人の教授は、日本は scapegoat にされてい

るのではないかという警告はその後の状況

を予想していたものであった. 

1990 年代後期、つくばの当時の物質工学

工業技術研究所(その後改組により産総研)

は、科学技術庁の COE 育成事業として「光

エネルギー変換と光機能材料(略称:PCPM)」

を 1997 年度から 2006 年度まで所内の研究

として実施し、水の光分解、色素増感太陽

電池を始め、光誘起電子移動など光化学、

光機能性材料化学の研究を推進した 7)。 

2001 年度に当時神奈川科学技術アカデミ

ー理事長の藤嶋昭東大名誉教授を代表とす

る特定領域研究「光機能界面の学理と技

術」が多くの光化学の研究者を集結して発

足し、酸化チタンなどの半導体の界面で起

こる現象の解明と応用を観点に 2006 年度ま

で研究が続けられた。 

人工光合成を標榜する研究が組織的に見

直されたのは、東京都立大の井上晴夫教授

が総括としてさきがけ研究「光エネルギー

と物質変換」が 2009 年に発足したときであ

ろう。続いて、同教授を代表とする新学術

領域研究「人工光合成」が 2012-2016 年度

に進められた。この分野の進展と重要性を

広く社会に紹介する啓蒙書も出版され 8)、

また、人工光合成を討議する英国の王立化

学会主催の国際会議も京都で開催された
9)。さらに岡山大の沈建仁教授を代表とす

る「革新的光物質変換」が 2017-2021 年度

に進められた。また、産業界からは、水の

太陽光照射による効率的な水素や二酸化炭

素の生成など、着目すべき成果が報告され

てきた。 

さらに、最近、NEDO と人工光合成化学プ

ロセス技術研究組合(ARPChem)の堂免一成教

授らは、100 m2 の面積での水からの水素と

酸素の生成を達成している。ただし、可視

光に十分対応していない現在の固体触媒で

は、太陽光エネルギーを水素に変換する変

換効率(Solar to Hydrogen：STH)はまだ

0.76％に留まる 10)  

現在の時点で、往年の 1970 年代末から

1980 年代にかけてのいわば初期の研究を振

り返ってみると、N  Q 型の高歪物質にエ

ネルギーを蓄える試みは、当時京大の吉田

善一教授らの可視光を用いる系、さらにパ

イロットプラント的な試みも産業界で進め

られたが、実用には至らなかった。水から

の水素発生は、現在も、いろいろな増感剤

を用いて進められているが、溶液系で、例

えばルテニウム錯体、メチルビオローゲン

あるいはそのミセルとアミン系の犠牲試薬

を用いる研究は、1980 年代に九大の松尾拓

教授らが進められたものと本質的に近い印

象を受ける。しかも、最近の我が国からの

論文が松尾教授らの先駆的な研究 11)を全く

引用していないことを残念に思っている。

今日、水の完全分解による水素生成の研究

は、巧みに設計された固体触媒、場合によ

り電極を併用し、犠牲試薬を用いないで、

可視光照射下で進められており、さらなる

展開を期待している。   

1980 年代の研究は、水の光還元による水

素生成の研究が多く、二酸化炭素や窒素の

還元は殆ど行われなかった。しかし、近年

は、二酸化炭素の光還元の研究が活発に進

み、さらに、人工光合成の重要な目標と言



える水による二酸化炭素の光還元が実験室

では実現し、また水と窒素からのアンモニ

アの光合成も進められ、喜ばしい次第であ

る。また、工業的な観点からは、太陽光に

よる物質製造が模索され、過酸化水素の製

造のための研究がいろいろ試みられてお

り、これからのさらなる進展を期待する次

第である。 

なお、太陽光を用いる光化学的電池によ

る発電では、いろいろの試みがあったが、

1941 年米国で Rabinowitch は“Solar 

energy conversion research project”と

題する論文で、二枚の白金電極を浸した色

素のチオニン/Fe(II)の酸性水溶液を自動車

のヘッドライトで照射し、色素の励起状態

への Fe(II)からの光誘起電子移動に伴う起

電力の発生を報告した 12)。1976 年に阪大の

坪村宏、松村道雄教授らは、酸化亜鉛電

極、エリスロシン、エオシン Yなどの有機

色素増感剤、メディエーターの I-/I2系の湿

式の構成の色素増感太陽電池を創製し、当

時としては、画期的な 1%の変換効率を達成

した 13)。その 15 年後に、Graetzel らが、

電極を酸化チタンとして、10%を越える変換

効率を達成し 14)、一躍世界的な注目を集め

た。21 世紀に入り、横浜桐蔭大の宮坂力教

授らは、鉛、有機アンモニウムイオン、ハ

ロゲンイオンから成る Perovskite 型太陽電

池を創製し 15)、世界中でこの研究を追跡発

展させつつあるのはよく知られている通り

である。 

終りに、我が国でこの分野で蓄積されて

きた成果をさらに活かして、広い視野で太

陽光の活用の道を探り、研究を進展してい

くことを期待している。 
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